青森市地球温暖化防止活動推進員設置要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、青森市地球温暖化防止活動推進員の設置、委嘱等の手続、身分等に関し必要な事項を定めるものとする。

（設置） 

第２条　地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号。以下「法」という。）第37条第１項の規定に基づき、本市の地球温暖化対策を推進するため、青森市地球温暖化防止活動推進員（以下「推進員」という。）を置く。

（要件）

第３条　推進員は、次に掲げる要件を満たす者のうちから、次条に定める手続により、市長が委嘱する。
（１）　本市に在住し、勤務し、又は在学している者
（２）　年齢が満１８歳以上の者
（３）　地球温暖化防止活動に対して熱意を有し、地域での温暖化対策の普及啓発活動を自主的に行える者
（委嘱の手続）

第４条　推進員の委嘱を受けようとする者は、青森市地球温暖化防止活動推進員応募用紙を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による応募用紙の提出があったときは、その内容を審査し、委嘱の可否を決定し、当該応募者に通知するものとする。

３　市長は、推進員を委嘱するときは、委嘱状及び青森市地球温暖化防止活動推進員身分証を交付するものとする。

（委嘱期間） 

第５条　推進員の委嘱期間は、委嘱の日から２年間とする。ただし、再任を妨げない。

（解嘱）

第６条　市長は、推進員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該推進員を解嘱するものとする。

（１）　死亡したとき。

（２）　第３条各号の要件を満たさなくなったとき。

（３）　本人から辞任の申し出があったとき。
２　市長は、推進員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該推進員を解嘱することができる。

（１）　相当期間にわたり活動を行っていない、又は活動を行うことができないと認められるとき（第10条の活動報告を提出しない場合を含む。）。

（２）　本市又は推進員に対する信用を傷つけ、又は不名誉となるような行為をしたと認められるとき。

（３）　その他推進員として不適任と認められるとき。
（変更届の提出）

第７条　推進員は、その住所等に変更が生じた場合は、速やかに住所等変更届を市長に提出しなければならない。

（活動）

第８条　推進員は、法第37条第２項の規定に基づき、次に掲げる活動を行う。
（１）　自らが日常生活において、地球温暖化防止対策を実践すること。
（２）　地球温暖化の現状及び地球温暖化対策の重要性について、市民の理解を深めるための啓発普及活動を行うこと。
（３）　温室効果ガス排出抑制に関する市民への指導及び助言をすること。
（４）　地球温暖化対策の推進を図るための活動を行う市民に対する情報提供その他の協力をすること。
（５）　温室効果ガスの排出抑制等のために市が行う施策に協力すること。
（６）　その他地球温暖化対策の推進に関すること。
（推進員名簿）

第９条　市長は、地球温暖化防止に取り組もうとしている市民又は団体の利用に供するため、青森市地球温暖化防止活動推進員名簿を作成し、公表するものとする。

２　前項の名簿には、推進員の氏名、活動実績及び市民又は団体が利用するに当たり必要となる事項を掲載するものとする。

（活動報告）

第10条　推進員は、自らが行った活動の状況について、毎年４月末日及び１０月末日までに、青森市地球温暖化防止活動推進員活動報告書を市長に提出しなければならない。

（推進員への情報提供）

第11条　市長は、必要に応じて、推進員に対して、次に掲げる情報の提供等を行うものとする。

（１）　市が実施しようとする地球温暖化防止対策に関する情報

（２）　温室効果ガスの排出抑制手法に関する情報
（３）　その他地球温暖化防止に関する情報
（身分）

第12条　推進員は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３項に規定する特別職の身分を有するものではない。

（服務）

第13条　推進員は、その活動に当たり市又は推進員の信用を傷つけ、又は不名誉となるような行為をしてはならない。

（報酬）

第14条　推進員の活動については、無報酬とする。

（活動経費）

第15条　推進員活動に伴う経費及び旅費については、これを支給しない。

（様式） 
第16条　この要綱に規定する書類の様式は、別に定める。

（その他） 

第17条　この要綱に定めるもののほか、推進員に関し必要な事項は、別に定める。

　　　
附　則
（実施期日）

この要綱は、平成２３年８月２６日から実施する。
　　　附　則
（実施期日）

この要綱は、平成２９年８月８日から実施する。

7

